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 《山階鳥類研究所創立90周年特集》

日本の鳥類標識調査―その意義と今後の展望
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Bird Banding Scheme in Japan̶Its Significance and Future Perspective
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Abstract. Bird banding is a survey method of attaching uniquely marked rings on a bird’s 
leg. Recaptured or resighted data of marked individuals enable researchers to study the ecolo-
gy of birds, such as the migration and life history. The first bird banding survey took place in 
Denmark in 1899, and now many researchers and organizations around the world carry out 
such surveys. In Japan, Ministry of Agriculture and Commerce （the Ministry of Agriculture, 
Forestry and Fisheries and the Ministry of Economy, Trade and Industry at present） started the 
bird banding scheme in 1924. The scheme was interrupted during and after World War II, but 
was resumed in 1961. During 59 years from 1961 to 2019, a total of 6,108,529 individuals 
（499 species） were marked and released, of which 40,607 individuals （262 species） were re-
covered. The numbers of marked and recovered individuals in the latest year （2019） were 
126,907 individuals （282 species） and 1,254 individuals （88 species）, respectively. Based on 
this comprehensive database, numerous findings and knowledge were obtained, including mi-
gration routes and life spans of many species, population trends of endangered species, avifau-
nal data of a certain region, birds’ response to climate change, contribution to the measure for 
avian influenza, and so on. The bird banding survey has contributed to the conservation of bio-
diversity, one of the most critical global issues today. We believe it is important to conduct and 
continue the survey with a sense of purpose and mission for greater good in mind.

Key words: Biodiversity conservation, Bird banding survey, Bird ring, Individual dis-
crimination.
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は じ め に

野生動物の個体を識別することは，その動物の行動や生態，進化を理解するうえで欠くこと
のできない調査過程である （Clutton-Brock & Sheldon 2010）。個体識別に基づいた行動学的・生
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態学的研究はまた，基礎科学だけではなく対象種の保全を考える際にも重要である（Gosling 
& Sutherland 2000; Festa-Bianchet & Apollonio 2003; 藤田2003; 南2003; 牛山ら2003）。ただし，
個体識別はこれらの研究の信頼性の基盤となるため，その手法は確実なものでなければならな
い。人間の生体認証の分野では，個人の識別に用いられる特徴には，普遍性（universality：誰
もが持っていること），唯一性（uniqueness：個人によって異なること），永続性（permanence：
経年的に変化しないこと）が備わっている必要があるとされる（清水 2006）。これと同様に，
野生動物を確実に個体識別するためには，対象となる個体すべてが（普遍性）それぞれ異なる
（唯一性）生涯変わらない（永続性）特徴を持つことが重要で，かつそれを観察者が何らかの
方法で認知できることが必須となる。
霊長類を含む比較的大型の哺乳類では，顔の特徴やナチュラル・マーク（体色やその模様，

傷の有無など）に基づき複数の個体を識別できることが多い（たとえばニホンザルMacaca 
fuscata：浅葉 2012; Ueno et al. 2019, チンパンジー Pan troglodytes verus： Schofield et al. 2019, 
ジャガー Panthera onca： Soisalo & Cavalcanti 2006, ツキノワグマUrsus thibetanus： Higashide et 
al. 2012, ニホンジカCervus nippon：小金澤 2004, ゼニガタアザラシPhoca vitulina stejnegeri：薮
田ら 2010など）。一方，体が小さくて色彩や形態に個体変異の少ない動物では，識別を可能に
するナチュラル・マークを見つけ出すことは容易ではない。このような動物を個体識別するた
めには，観察者が対象個体に普遍性・唯一性・永続性を担保する何らかの「標識」を施す必要
がある。標識には，生存に支障のない範囲で体の一部を切除する方法（魚類の鰭の切除：酒井 
2010, 両生類や爬虫類の指切除：福山 2008; 草野 2008; 竹中 2008, ヘビ類の腹板切除：森 2008
など）や，人工物を付加する方法（魚類への蛍光タグの注射：峯・山崎 1996, 両生類へのビー
ズやタグなどの装着：福山2008; 草野2008, 魚類・両生類・爬虫類へのPITタグの装着：福山
2008; 草野2008; 森2008; 竹中 2008; 木南・渡邊 2015など）がある。ただしこれらの方法の中に
は，切除した部位が再生したり，付加した人工物が脱落したりすることにより，永続性を持た
ないものも含まれる。
鳥類の個体識別でよく用いられるのが，跗蹠や脛に足環を装着する方法である（山階 1962; 

上田・樋口 1988; 山階鳥類研究所 2009, 図1）。足環には，固有の記号や番号が刻印された金属
製のものや，色のついたプラスチック製のもの，視認がしやすいフラッグ付きのプラスチック
製のものなどがあり，それらを対象となる種や調査目的に合わせて装着する。足環を装着する
には対象個体を捕獲する必要があるが，かすみ網を用いるなどさまざまな技術があり（堀内 
1984; Bub 1991; 山階鳥類研究所 2009, 図2a, b），捕獲することさえできればそれらの個体に普
遍性を与えることが可能である。また，固有の記号や番号，色の組み合わせなどにより個体ご
とに唯一性を持たせることもできる（ただし記号・番号の確認には再捕獲が必要である場合が
多い）。さらに，鳥類は比較的長生きで，小型の種でも数年，大型の海鳥だと数十年も生きる
ことが知られているが（吉安ら 2020），足環は脱落することが少ないため，識別の永続性もあ
る程度担保することができる。しかも，足環の一つ一つは比較的安価なため多くの個体に装着
できるという利点もある。これらのことを考えると，足環の装着は鳥類の調査における優れた
個体識別法であり，もっとも有効な方法であるといえる。
普遍性，唯一性，永続性を備えた足環による個体識別は，十分な個体数を対象とすること
で，渡りの経路の把握や繁殖地・越冬地の特定，生存期間の推定など，鳥類の生態の重要な部
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分を調べることが可能になる。本稿では，固有の記号・番号が刻印された金属製の足環を不特
定多数の個体に装着し，鳥類の生態を解明する調査手法を「鳥類標識調査」と呼び，この調査
について，1．その歴史や世界での実施状況を概観したのちに，2．日本での本調査の歴史と現
状を述べ，3．鳥類標識調査で得られた成果からこの調査の意義を詳説する。さらに，4．その
問題点についても触れ，5．今後の鳥類標識調査の方向性を議論する。これらの論考を通じて
鳥類標識調査に対する読者の理解を深めることが，本稿の目的である。
なお，鳥類標識調査の英語での呼称は，アメリカではbird banding, ヨーロッパではbird ring-

ingが用いられる。日本ではbird bandingが使われることが多く，本稿で英語を使う必要がある
場合は，とくに理由のない限りこちらを用いることとする。また，鳥類標識調査を単に「標識
調査」と書く場合もあるが，使い分けに特別な意味はなく，「鳥類」をつけると煩雑になる場
合には省略して記すこととする。

1） 鳥類標識調査の概要
1-1） その歴史
鳥類に人工物を付加する試みは古くから行われてきた。Wood （1945）によると，もっとも
古い記録は古代ローマのものと考えられ，第二次ポエニ戦争（紀元前218～201年）の際にツ

図1.　日本の鳥類標識調査で用いられる金属製の足環．複数のサイズの足環があり，対象種によって
適切なサイズの足環が装着される．右手前は小型種用の足環で，内径2 mm, 高さ5.5 mm, 重さ
0.03 g．左の細長いタイプはタンチョウ用で，内径26.5 mm, 高さ70.7 mm, 重さ70 g．内径はい
ずれも閉じたときのもの．山階鳥類研究所 （2009） 参照．

Fig. 1.　Metal leg-bands used for the bird banding scheme in Japan. The appropriate-size band is attached de-
pending on the size of birds. The small band in front-right is used for small-sized passerine birds （inner 
diameter: 2 mm, height: 5.5 mm, weight: 0.03 g）. The elongated band on the left side is used for the 
Red-crowned Crane Grus japonensis （inner diameter: 26.5 mm, height: 70.7 mm, weight: 70 g）. Inner 
diameters are measured when band is closed.
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バメHirundo rusticaの足につけた糸の結び目の数で援軍の到着や出撃までの日数を知らせたと
いう記述が残っている。通信手段としてはハト類も古くから用いられており，古代ギリシャや
十字軍の遠征でも重宝された。これらの例は情報の伝達が主目的であるが，個体識別が目的の
ものとしては，たとえばマルコ・ポーロが東洋を旅行した際に鷹狩のタカ類の足に所有者の名
前が刻印された小片がついていたことを記録している （Wood 1945）。
金属製の足環は16世紀までにはヨーロッパで使用されており，現在の標識調査の主要な目
的である個体の移動距離や生存年数などが記録として残っている。ただし，「ヘンリー二世が
所有するハヤブサFalco peregrinusがフランスのフォンテーヌブローから2,000 km以上離れた
マルタまで1日で移動した」とか，「フェルディナンド公爵が自身の名前を刻印した銀製の足
環をアオサギArdea cinereaにつけたところ，60年以上経ってから公爵の孫によって発見され

図2.　a） かすみ網を用いた鳥類標識調査の風景，b） 手網を用いて捕獲したコハクチョウCygnus 
columbianusの標識（ともに2020年10月，新潟県福島潟一級鳥類観測ステーション）．

Fig. 2.　a） Bird banding research using mist nets, and b） a Tundra Swan Cygnus columbianus captured by a 
scoop net. Photos taken at Fukushimagata Bird Banding Station in October 2020.
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た」など，逸話的な記録も多い（これらを含む鳥類に目印をつけたさまざまな試みについては
Rydzewski 1951に詳しい）。
世界で最初に「標識を用いた調査」を実施したのはアメリカの著名な博物画家ジョン・
ジェームズ・オーデュボン（John James Audubon, 1785～1851）であるとされる （Wood 1945）。
オーデュボンは1803年ごろ，ペンシルベニア州ミル・グローブ・ファームで，巣立ち直前の
ツキタイランチョウSayornis phoebeのヒナの両足に銀の糸 （silver thread） を結び付け，翌年同
じ場所に来たうちの2羽にそれが残っていることを確認した。これは，ある場所で巣立ったヒ
ナが翌年同じ場所に戻ってくることを示した科学的な実験結果であるといえる。しかし，糸に
記号や番号がつけられていたわけではないため，これは現代につながる「鳥類標識調査（bird 
bandingもしくはbird ringing）」と同等のものであるとはいえず，鳥類のマーキング （bird mark-
ing） として，標識調査と一線を画す見方もある （Rydzewski 1951）。
固有の番号を振った足環を装着する科学的・体系的な調査（現代につながる鳥類標識調査）
を世界で最初に実施したのは，デンマークのハンス・クリスチャン・コーネリアス・モーテン
セン（Hans Christian Cornelius Mortensen, 1856～1921）である （Wood 1945; Preuss 2001）。1890
年6月，2羽のホシムクドリSturnus vulgarisを巣箱で捕獲し，鉛製の足環をつけて放鳥したの
がモーテンセンの最初の試みであるが，その後1899年には，通し番号を刻印したアルミニウ
ム製の足環を165個体のホシムクドリに装着した。これが科学的な鳥類標識調査の始まりであ
るとみなされている。モーテンセンはホシムクドリのほか，シュバシコウCiconia ciconia, サギ
科，カモメ科，ガンカモ科などの鳥類に装着して渡りの調査を行った。
この調査で得られた結果に刺激を受け，その後数年のうちにヨーロッパ各地で次々と標識調
査が開始された（ドイツ1903年，スコットランド1904年，アイルランド1905年，ハンガリー
1908年，イギリス・フランス・ポルトガル1909年，クロアチア（当時はオーストリア領）
1910年，スイス・スウェーデン・オランダ・ロシア1911年など： Lincoln 1921; Wood 1945; 
Preuss 2001）。
アメリカでは，1901年にレオン・ジェイコブ・コール（Leon Jacob Cole, 1877～1948）が鳥
類に標識を施す調査を最初に提唱したが，興味深いことにこのときコールは約100年前のオー
デュボンの試みやヨーロッパで実施され始めたばかりのモーテンセンの標識調査についてまっ
たく知らなかった （Wood 1945）。アメリカにおける最初の鳥類標識調査はスミソニアン協会の
軟体動物・甲殻類の研究者ポール・バーチ（Paul Bartsch, 1871～1960）によって行われた。
バーチは1902年にワシントン近郊で23羽のゴイサギNycticorax nycticoraxに番号の入った足環
をつけ，そのうち1羽が3か月後に90 km近く離れた場所で銃に撃たれて回収された。さらに
1903年には別の75羽のゴイサギを標識し，そのうち1羽は2年後にキューバで死体として回収
され，これがアメリカにおける初めての長距離回収記録となった （Wood 1945）。

1930年ごろまでには，ほぼすべてのヨーロッパの国々と北アメリカ，インド，オーストラ
リア，ニュージーランド，アフリカや南アメリカの一部の国で，標識調査の情報を集積する鳥
類標識センターが機能し始めている （Preuss 2001）。ただしニュージーランド保全省のウェブ
サイトでは同国で標識調査が始まったのは1947年と書かれている （Department of Conservation 
2021）。後述するように日本においても1924年に農商務省により鳥類標識調査が開始された。
これはアジアで最初の鳥類標識調査である。モーテンセンが科学的な調査を始めたわずか四半
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世紀後に極東の国でも実施されるようになったことを考えると，この調査が当時，鳥類の移動
や渡りを調べる画期的な手法としていかに急速に普及していったかを推察することができる。

1-2） 海外の実施状況
1-2-1） ヨーロッパ
先述のとおり，20世紀前半にヨーロッパ各地で標識調査が次々と実施され始めたが，国境

を自由に越える鳥類の調査や保全のためには国際協力が不可欠であるという認識のもと，1963
年にヨーロッパ全域の標識調査の実施主体が参加する組織“Euring”が立ち上がった。ウェブサ
イト （Euring 2022） によると，2014年の時点でEuringに参加する実施主体は49である（一つの
国に複数の実施主体がある場合もあるため，参加国の数というわけではない）。少し古いが，
2007年のデータでは，標識調査員の数はヨーロッパ全域で9,254名と70グループを数え，放鳥
数は年間約4,952,000羽となっている （Euring 2007）。ただし，ドイツのThe Institute of Avian 
Research “Vogelwarte Helgoland”によると，Euringの標識調査員は10,000人超で，毎年平均
3,800,000羽が標識・放鳥され，約80,000羽が回収されたとなっている（The Institute of Avian 
Research 2022, ただしこのウェブサイトの作成年は明記されていない）。20世紀を通した全放
鳥数は約115,000,000羽，回収例は2,000,000羽を超えている （Euring 2007）。

Euringでは1966年以降，足環情報の交換に関する規則を作って，実施主体の間でデータの
やりとりや分析を簡略化している。

1-2-2） 北米大陸（アメリカ，カナダ）
アメリカでは先述のコールが1909年にAmerican Bird Banding Associationを設立し，全国の
標識調査を監督していたが，渡り鳥に関する条例（Migratory Bird Treaty ActとMigratory Birds 
Convention Act）に基づき，1920年からは連邦政府がこれを引き継いだ。当時の所管は合衆国
農務省 （United States Department of Agriculture） に新たに設立されたBureau of Biological Survey
であった。この組織は1940年に合衆国魚類野生生物局 （United States Fish and Wildlife Ser-
vice） と統合され，標識調査の監督もそちらに移った。その後いくつかの変遷を経た後，現在
では合衆国地質調査所 （United States Geological Survey: USGS） のBird Banding Laboratory 
（BBL）が標識調査の実施主体となっている。

1923年からは一貫して，カナダ野生生物保護局 （Canadian Wildlife Service） のBird Banding 
Office （BBO）と協力し，北米大陸でNorth American Bird Banding Program （NABBP）が実施さ
れている （Bird Banding Laboratory 2022a）。アメリカとカナダには2013年の時点で約1,630人の
指導的標識調査員 （Master Banders） と約5,050人の標識調査員 （Banders） が居住しており，BBL
はこれらの調査員に対し許可証の発行や足環の配布を行うとともに，標識・回収記録の取りま
とめを実施している。このプログラムでは年間約1,000,000個の足環が調査員に無償で提供さ
れており，毎年100,000件近くの回収報告（調査員による回収と一般からの連絡の両方を含む）
が寄せられている （Smith 2013）。BBLのデータベースには，1923年以降77,000,000件を超える
標識記録と5,000,000件以上の回収記録が管理されている （Bird Banding Laboratory 2022a）。
BBLは合衆国魚類野生生物局とも綿密に連携し，鳥類の捕獲と取扱い，標識やその他のマー
キングに関する規定を作っており，それらは2006年には連邦規則集 （Code of Federal Regula-
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tions: CFR） で公開されている （Smith 2013）。
北米大陸でのこのプログラムは，水鳥や渡り性の狩猟対象種の個体群管理，絶滅危惧種の回
復，鳥類学研究への貢献，渡り鳥の保全の推進などで役立っている （Smith 2013）。

1-2-3） アフリカ大陸
アフリカ大陸においても，ヨーロッパのEuringと同様の組織の必要性は1969年以来提唱さ

れていたが，政治的な問題により実現しないままであった。しかし2000年代初頭に，アフリ
カとユーラシアの両大陸間を渡る水鳥の保全を目的とした国際協定 （Agreement on the Conser-
vation of African-Eurasian Migratory Waterbirds） において，とくに水鳥を対象とした標識調査事
業の地域間の連携が優先課題として挙げられ，2004年にアフリカ大陸の調査実施主体が参加
するAfring （African Bird Ringing Scheme）がオランダ政府の援助を受けて設立された （African 
Bird Ringing Scheme 2022）。Afringはアフリカ大陸における標識調査の質の向上と連携強化を
目的とし，人材の育成や過去の標識データの電子化，アフリカ全土の記録の一元的なデータ
ベース化などに取り組んでいる。現時点では4つの実施主体（南アフリカ，東部アフリカ，
ガーナ，モロッコ）がAfringに参加している。南アフリカの実施主体はSafringと呼ばれ，足
環や標識に関わる道具の提供，標識記録の収集管理，他の実施主体との連絡などを担ってい
る （Safring 2022）。なお，Euring （2022） によると，アフリカ地域の実施主体は他にもエジプト
に2団体，モーリタニアに1団体，チュニジアに2団体が存在する。

1-2-4） その他の国々
Euring （2022） によると，ヨーロッパ以外の世界各国に51の標識調査実施主体が存在する

（北米2，アフリカ大陸9，アジア25，中米1，南米3，中東8，オセアニア2，太平洋1，ただし
これらは参加している国の数ではない）。現在のところ，アジア地域25の実施主体の間で
EuringやAfringに相当する組織はできていない。ただし，後述するように1963年から1971年
の9年間は，アジア14か国の20の大学・研究所・博物館が参画する移動動物病理学調査
所 （Migratory Animal Pathological Survey: MAPS） という標識ネットワークが組織されており，
171名の標識調査員の協力のもと，計1,216種，1,165,288羽の放鳥という大きな実績を残して
いる（McClure 1974; 環境庁 1985; 吉井 1986）。
アジアにおいて近年目覚ましく標識調査を実施しているのが日本の隣国の中国と韓国であ
る。中国では，中国国立鳥類標識調査センター （National Bird Banding Center of China） により
1980年代から標識調査が開始された。2000年代には日本を大きく上回る年間200,000～300,000
羽の放鳥を行っていた。2010年代以降の放鳥数は年間100,000羽程度で推移しており，2017年
時点での総放鳥数は3,640,000羽に達している（中国国立鳥類標識調査センター 私信）。韓国で
は2005年に国立公園渡り鳥研究センター （Korea National Parks Migratory Birds Center: 
NPMBC） が設立され，研究スペースと宿泊施設を兼ね備えたステーションが全国4か所に設置
されて精力的な調査が始まった。2019年には国立生物資源研究所 （National Institute of Biologi-
cal Resources: NIBR） にも渡り鳥研究センター （National Migratory Birds Center） が設立され，そ
れぞれのセンターに研究者が所属している。年間放鳥数は6,000羽程度と多くはないが，国家
公務員が専門的に従事しており，国家として標識調査に力を入れていることがうかがえる（国
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立公園公団国立公園研究院2020）。

2） 日本の鳥類標識調査の歴史とその実施状況
2-1） 日本の標識調査の歴史
日本の鳥類標識調査の歴史については山階 （1962） や環境庁 （1985），吉井 （1986） に詳しい
ので，ここではそれらの記述に基づき概要を述べる。
日本における鳥類標識調査は，1924（大正13）年に内田清之助（1884～1975）の指導のも
と，農商務省畜産局鳥獣調査室が開始した（当時は「鳥類標識試験」と呼ばれていた）。今の
羽田空港のある付近でゴイサギに標識し放鳥したのが最初の取り組みである（山階 1962; 環境
庁 1985; 井田 2012）。初年度は6,267羽（36種）に標識され，そのうち242羽（22種）につい
て回収があった。その後，放鳥数と回収数は順調に増加し，多い年では放鳥数23,979羽（1937
年），回収数1,528羽（1934年）に達している。残念ながら鳥類標識試験は戦争により1944年
に中断されたが，1924年から1943年までの20年間に総放鳥数は316,983羽，総回収数は15,379
羽に上った。この間の特筆すべき成果の一つとして，内田・清棲 （1942） によるウズラCotur-
nix japonicaの研究が挙げられる。これは，奥山 （2004） によると「わが国の野生ウズラの分布
や渡りを包括的に明らかにした，現在まででも唯一といえる記録」であり，鳥獣保護管理法で
希少鳥獣に指定されている本種の生態を知る貴重な記録となっている。
終戦後の1948（昭和23）年に鳥類標識試験は農林省により全国100か所で再開されたが，か
すみ網業者に調査を委託したことなども影響し，必ずしも正しい標識放鳥が行われなかったた
め，信頼に足る成果が得られなかった。また狩猟法違反を助長する懸念もあったことから，調
査はわずか3年で中止となった。そのため，この間の調査記録はほとんど公表されていない。
しかしこの時期においても，浜名湖畔で行われた越冬するツバメに関する研究（静岡県林務部 
1962）や，米軍406総合医学研究所鳥学研究室のハウ・エリオット・マックルーア（Howe 
Elliott McClure, 1910～1998）らによる，計測から得られたサギ類の巣内ビナの日齢の査定方法
に関する研究 （McClure et al. 1959） など，鳥類標識調査に基づく優れた研究成果は発表されて
いた。

10年間の空白ののち，1960（昭和35）年に東京で国際鳥類保護会議 （International Council for 
Bird Preservation: ICBP） が開催され，その総会の場で，「国際鳥類保護会議は，アジア並びに
汎太平洋地域にある諸国が，この地域の渡り鳥の調査と保護を行うために中央機関を設置する
ことを要請する。さらに，この種機関のセンターはまず最初に日本に設けるべきことを勧告す
る（原文のまま）」という文章が記された決議が採択された（山階 1960）。ICBPの東京開催に
当たっては当時の林野庁や外務省も協力し，農林大臣が招待されるなど国を挙げての催しで
あったためか，総会でのこの決議は重く受け止められ，主務官庁である林野庁はこの調査の重
要性を認めて1961, 1962（昭和36，37）年度に予算を計上し，適切な調査地を探す予備調査を
実施した。実際の調査と技術指導，また結果の整理や検討は山階鳥類研究所が林野庁から委託
を受けて行った。調査は翌1963年まで続けられたが，調査員の不足や調査員育成にかかる予
算の不足，また「ほかにもいろいろな問題や障害があった」（環境庁 1985）ことから，またも
3年で調査は一時休止した。この間の放鳥数は9,486羽であった。
継続こそが成果の要である鳥類標識調査の性質上，山階鳥類研究所は林野庁による調査終了
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後も独自で実施することを企図したが，資金がなく継続が危ぶまれた。ちょうどそのとき，米
軍病理学研究所 （Armed Forces Institute of Pathology: AFIP） から山階鳥類研究所に，ウイルスや
寄生虫の分布調査のため，渡り鳥の移動に関する資料を収集してほしいという依頼があった。
これに対し山階鳥類研究所は，アジア地域の鳥類標識調査のネットワーク設立と国際的な共同
研究の推進の重要性を説いたところ，AFIPはこれを受け入れ，1963年に移動動物病理学調査
所 （Migratory Animal Pathological Survey: MAPS） の計画が始まった。MAPSの本部はタイのバ
ンコクに置かれ，計画の責任者には先述のマックルーア博士が就任した。MAPSでは，各国の
研究機関へ1万ドル（当時の換算率で360万円）の資金が供与されたほか，標識調査ステー
ションの設置，自動車，捕獲道具，足環，調査用具，記録用紙の補助や支給といった手厚い支
援がなされた。MAPS計画は1971年に予算が大幅に削減され各国への支援も終了したが，こ
の計画による活動はアジア各国の鳥類標識調査の進展に大きく貢献した （McClure 1974）。日
本においても，MAPS計画があったからこそ戦争による調査の中断期間が最小限に抑えられ，
戦前から続く鳥類標識調査の意義が保たれた。

MAPS計画に基づき調査が実施されていた期間中も鳥類標識調査の主務官庁は林野庁であり
続けたが，同計画の終焉と同じ1971（昭和46）年に環境庁が新設され，所管がそちらに移るこ
とになった。これを機に予算が増額されるとともに，全国に鳥類観測ステーションが設置され
るなど，鳥類標識調査は飛躍的な発展を遂げた。この後，日本の鳥類標識調査は一貫して環境
庁（2001年からは環境省）が所管し継続されている。調査の実務や結果のとりまとめ，調査
員の育成などは，1961年以降，山階鳥類研究所が担っている。

2-2） 日本の実施状況
日本の鳥類標識調査により標識された鳥類の累計放鳥数は，正確な記録が残っている1961
年から現時点でデータの集計が完了している2019年までの59年間に，6,108,529羽（499種）
となっている。また，同期間の累計回収数は40,607羽（262種）に上る。このうち最新の1年
間（2019年）の放鳥数は126,907羽（282種），回収数は1,254羽（88種）であった（生物多様
性センター 2021）。ヨーロッパや北米には及ばないものの，この実績はアジアの国々の中では
最多である。
放鳥数や回収数は，当然のことながら調査努力量に比例する。厳密な意味での調査努力量

は，捕獲に使用したかすみ網の枚数とその稼働時間の積 （net hours） など定量的な数値で表す
べきであるが （DeSante et al. 2018），鳥類標識調査では残念ながらその集計は行われていない。
ただし，調査員の数が非常に多いこの調査では，定量的な調査努力量がもし集計できれば，そ
の数値は調査員の数と相関するだろうと仮定でき，放鳥数や回収数は調査員数の増減に左右さ
れると予想される。
年間の放鳥数の推移を見ると，1961年から1990年代半ばごろにかけては年々増加している
が，その増加は2000年ごろには止まり，2000年代半ばからは少しずつ減少する傾向が見てと
れる（図3a）。一方，年間の回収数は，2000年ごろまでは年々増加し，その後いったん減少す
るものの，2010年ごろから再び微増傾向が見られる（図3b）。標識調査員の数については1973
年以降記録が残っているが，これを見ると2000年ごろまでは増加しているので（図3c），この
ころまでの放鳥数と回収数の増加傾向は，上述の予想のとおり標識調査員の増加と対応してい
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ると考えてよいだろう。一方，2000年代半ば以降調査員の数は徐々に減少しており，放鳥数
はこれに伴い減少しているが，回収数は先に述べたように2010年ごろから微増している。こ
れは，2010年からシギ・チドリ類に対して装着され始めた視認性の高い刻印付きのプラス
チック製フラッグの観察例数が増えたこととともに，デジタルカメラの性能が向上し，標識調
査員が再捕獲しなくても写真で足環の記号・番号が確認できる例が増えたことによると考えら
れる。

3） 鳥類標識調査の成果とその意義
ここまで，日本での鳥類標識調査の実施状況について，とくに放鳥数と回収数に着目してそ
の経年変化や現状を示した。鳥類標識調査では，標識された鳥が回収されることで初めて移動
経路や生存期間などといった情報が得られるので，放鳥数と回収数は調査の成果を左右する大
切な要素である。そのためこれらの数字に関心が向けられるのは当然のことだが，本質的に重
要なのは放鳥数や回収数の多寡だけなく，そこから何がわかったかということであろう。この
節では鳥類標識調査から得られた成果を示し，標識調査を行うことの意義を述べる。

図3.　鳥類標識調査におけるa） 年間総放鳥数，b） 年間回収数，c） 標識調査員数の経年変化．標識調
査員の数の記録が残っている1973年以降のデータを示す．回収数には，死体の回収による確
認，再捕獲による確認，捕獲を伴わない目視による確認が含まれる．

Fig. 3.　Annual number of a） banded birds, b） recovered birds, and c） changes in the number of banders （data 
are available from 1973） in the bird banding scheme in Japan. Data of recovered birds include finding 
carcasses with band, recapturing banded birds by banders, and visual observation of banded birds with-
out capturing.
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3-1） 渡り鳥の移動経路の把握
現在，地球上では40,000種を超える生物が絶滅の危機に瀕しているとされている （IUCN 

2022）。これは評価対象となった142,500種あまりの生物の約28％を占める。しかし，評価の
対象となっているのは全世界の生物のごく一部であるし，さらにその中にもデータが不足して
いるため絶滅危惧リスクの判断ができない生物が20,054種も存在する （IUCN 2022）。これらの
ことを考えれば，対象種の生態や生息状況を知ることが，その種の保全を考える際の最初のス
テップであるといえる。
国境を大きく越えて移動する渡り鳥を保全する場合，特定の国や地域のみで調査を行うだけ
では十分ではない。たとえば，かつてはアジアに広く，また数多く生息していたシマアオジ
Emberiza aureolaが近年激減していることが各地で報告されているが （Tamada et al. 2014, 2017; 
Yong et al. 2015; Mlíkovský & Stýblo 2016; Choi et al. 2020），繁殖地の環境は大きく変化していな
いことから，この減少の主要因は中継地や越冬地における違法な捕獲であると考えられてい
る （Kamp et al. 2015; Heim et al. 2021）。また，日本の高齢林で繁殖する渡り性鳥類の減少は，
主に越冬地の東南アジアにおける森林伐採が原因であろうことが示唆されている （Higuchi & 
Morishita 1999; Yamaura et al. 2009）。そもそも個体数が減少する要因は単一ではなく，種に
よっても異なり，さらにその要因がはっきりと特定できていない種も多い （Yong et al. 2015）。
渡り鳥の保全を考える場合，対象となる種の繁殖地，中継地，越冬地を把握し，それぞれで減
少要因を調べて対策を行う国際的な研究協力体制が必要となる。鳥類標識調査は，各国の実施
主体が情報交換を行うことで，鳥類各種の渡りの経路について基礎的な情報を収集している。
もちろん標識された個体数が少ないために移動経路が把握できていない種も少なくない。たと
えばHiguchi & Morishita （1999） で「減少している」とされた夏鳥7種はすべて，標識調査のみ
では十分な移動経路の解明には至っていない。
最近では，GPSロガーやジオロケーター等，位置情報を記録できる小型の機器を鳥類に装着

したり，羽毛等に含まれる安定同位体比を分析したりして移動経路を追跡する研究手法が開発
されている（Ramos et al. 2009; English et al. 2018; 樋口 2021）。今後，標識調査の結果をこのよ
うな先端的な研究と組み合わせることで，渡りの経路をより詳細に把握することが可能になる
と期待されている （Yong et al. 2015; Heim et al. 2020）。鳥類の中で比較的大型であるガン類で
はすでに，足環と衛星発信器を併用して渡りの経路や繁殖地を解明する調査が精力的に進めら
れている （Sawa et al. 2019, 2020a, 2020b; Cao et al. 2020）。より小型の種でも，ジオロケーター
の装着により，たとえば北海道で繁殖するノビタキSaxicola stejnegeriが大陸経由で東南アジア
の越冬地に渡っていることが明らかになっているし （Yamaura et al. 2017），アカモズLanius 
cristatus superciliosusでは渡り経路の解明とDNAによる系統解析を組み合わせることで亜種分
化に関する新たなシナリオが提唱されている （Aoki et al. 2021）。
渡り鳥の国際的な移動を把握することの重要性は，戦後の日本における鳥類標識調査の推進
に大きな役割を果たした先述の ICBPの決議（1960年）にすでに盛り込まれていた。この決議
に応えるべく，日本の標識調査はその後60年にわたり継続されている。これまでの日本の鳥
類標識調査で得られた種ごとの回収記録は「鳥類アトラス」として出版され（山階鳥類研究所 
2002），最近では「鳥類アトラスWeb版」としてインターネット上でも公開されている （http://
www.biodic.go.jp/birdRinging/）。
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3-2） 渡り鳥を通じた国際協力
先に述べたように，渡り鳥は国境を越えて移動するため，その保護のためには国際間の協力
が不可欠である。渡り鳥を含む野生動植物の保護を目的とした国際的な枠組みとしては，生物
多様性条約（生物の多様性に関する条約），ワシントン条約（絶滅のおそれのある野生動植物
の種の国際取引に関する条約），ラムサール条約（特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿
地に関する条約）などが挙げられる（移動性野生動物の種の保全に関する条約，通称ボン条約
については日本は未締結）。
渡り鳥の保護そのものを目的とする二国間の取り決めとして，日米，日ロで渡り鳥等保護条
約が，日豪，日中で渡り鳥等保護協定がそれぞれ結ばれており，韓国とは環境保護協力協定に
基づく渡り鳥保護協力が実施されている（表1）。これらの条約や協定では，二国間を移動す
る渡り鳥や両国に生息する種・亜種，絶滅危惧種の捕獲や売買を禁止し，対象となる鳥類に関
する資料や刊行物の交換，共同研究計画の設定を奨励している（表1）。共同研究では，日米
ではハマシギCalidris alpinaとアホウドリPhoebastria albatrus（Suryan et al. 2006, 2007; Deguchi 
et al. 2012, 2013, 2017），日ロではオオワシHaliaeetus pelagicus（McGrady et al. 2003），日豪では
ホウロクシギNumenius madagascariensis（Driscoll & Ueta 2002），日中，日韓ではズグロカモメ
Larus saundersiとクロツラヘラサギPlatalea minor（Ueta et al. 2002），ツル類などが調査され，
個々の種を対象とした保全計画を策定するのに寄与している。
渡り鳥は複数の国を通過するので，国際的な協力関係は多国間にわたるほうが望ましい。渡
り性の水鳥はとくに長距離を移動するため，日本を利用する渡り性水鳥とその生息地の保全の
ためには，アジア太平洋地域の国々の協働が不可欠である。この認識のもとに，1996年に日
本とオーストラリアの両政府が主導し，国際湿地保全連合により「アジア・太平洋地域渡り性
水鳥保全戦略： 1996‒2000」がまとめられ，2000年には続いて「第 II期アジア・太平洋地域渡
り性水鳥保全戦略： 2001‒2005」が合意された。これらの戦略の目的は，アジア太平洋地域に
おける渡り性水鳥とその生息地の長期的な保全であり，非政府組織と政府機関の双方の協力に
よる，普及啓発，調査モニタリング，重要生息地ネットワークの構築，各湿地における保全活
動等の活動計画が示された。とくに，シギ・チドリ類，ツル類，ガンカモ類について，保全行
動計画の策定と重要生息地ネットワークの構築が行われている（外務省 2022）。

2006年には，二国間の条約・協定や多国間の協力をさらに発展させるべく，東アジア・
オーストラリア地域フライウェイ・パートナーシップ （East Asian-Australasian Flyway Partner-
ship: EAAFP） が発足した。フライウェイとは世界中の渡り鳥の移動のルートを大きく9つに区
分けしたもので，日本の国土を繁殖地や越冬地，中継地として利用する渡り鳥の多くが東アジ
ア・オーストラリア地域フライウェイを移動している。EAAFPは，このフライウェイに含ま
れる18か国の政府をはじめとする39のパートナーで構成されており，渡り鳥の保全のために
利害関係者間の協働をフライウェイ全域で推進する枠組みとなっている。「アジア・太平洋地
域渡り性水鳥保全戦略」において構築された重要生息地ネットワークは，EAAFPのフライウェ
イ・ネットワーク・サイトに移行し，2022年現在，日本では34の湿地が登録されてい
る （EAAFP 2022）。

2-2項で述べたとおり，2010年から鳥類標識調査の一環でシギ・チドリ類に視認性の高い刻
印付きのプラスチック製フラッグが装着され始めた。これにより，シギ・チドリ類が北はアラ
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スカ，ロシアから南はオーストラリア，ニュージーランドまで，まさにフライウェイ全域を移
動することが確認されている。

3-3） 野生の鳥類の生存期間の把握
野生動物の生存期間を知るのは容易ではない。それは，厳密にいえば出生から死亡まで，よ
り現実的にいえば個体を識別したある時点から最後に観察できたある時点まで，対象個体を監
視下に置かなければならないからである。飼育をすれば正確な生存期間がわかるが，飼育下に
おける個体の健康状態は自然条件下のそれとは当然異なるため，「野生動物」の生存期間を知
ることにはならない。その点，野外の鳥類を足環によって個体識別する標識調査は，足環を再
確認できたものに限られるとはいえ，対象個体の自然条件下での生存期間（標識から回収まで
の期間）を把握することができる。ヨーロッパと北アメリカでは，Euring （2017）とBird 
Banding Laboratory （2022b）が，それぞれヨーロッパと北米における鳥類の生存期間の記録を
公開している。
なお，現在知られている世界でもっとも長く生きている鳥類はコアホウドリPhoebastria 

immutabilisで，1956年12月にミッドウェー環礁において成鳥で標識された個体が，最低でも
69歳になる2021年2月にヒナを孵化させ，翌繁殖期である同年12月にも繁殖地に帰還してい
ることが確認されている （ACAP 2022）。
日本においては，吉安ら （2020） が1961年から2017年までの標識調査のデータをもとに，種
ごとの生存期間のリストを作成している。これによると，日本でもっとも長期間の生存記録が
ある種はオオミズナギドリCalonectris leucomelasで，1975年5月に日本で成鳥として標識され
た個体が，2012年1月にマレーシアで衰弱して保護されたことがわかっている（その後すぐに
死亡，確認できた生存期間は36年8か月）。オオミズナギドリの成鳥は若くても4歳であるこ
とがわかっているため，この個体は40年以上生きたことになる。スズメ目の種でも，たとえ
ばアオジEmberiza spodocephalaで14年3か月，シロハラTurdus pallidusで11年5か月，オオヨ
シキリAcrocephalus orientalisで11年など，生存期間が10年を超える例も確認されている（吉
安ら 2020）。鳥類は一般に幼鳥の死亡率が高く，卵が成鳥に至る割合はわずか8‒18％であり，
成鳥の年死亡率も40‒60％とされている （Lack 1954）。したがって，生存期間の長期記録が得
られている種は，その種自体の寿命が長いだけでなく，標識された数が多いため長期間経過後
に回収される可能性の高い種であると考えられる。実際，上述のようにスズメ目の中でもっと
も長い生存期間の記録をもつアオジは，日本の鳥類標識調査でもっとも多く標識される種の一
つである（2019年の年間放鳥数は25,025羽，生物多様性センター2021）。つまり，標識個体数
を増やすことで，対象種のより最長寿命に近い長期生存期間の記録を把握することが可能とな
るのである。
このように，種ごとの長寿記録を知ることはもちろん興味深いことであり，一般の関心を集
める話題であるが，生物学的により価値が高いのは，対象となる種の人口統計，すなわち個体
群の年齢構造や平均寿命，生存率（死亡率）などといった情報である。標識調査によって得ら
れるこれらの情報は，たとえば絶滅危惧種の個体群存続可能性分析 （Population Viability Analy-
sis: PVA） を行う際にも必須であり，日本においても，再導入されたトキNipponia nippon（永
田・山岸 2011）やコウノトリCiconia boyciana（高須・大迫 2012）を対象として，再導入後の
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個体群動態の予測に貢献している。

3-4） 長期モニタリングによる個体群の変動の解明
すでに述べたとおり，日本の鳥類標識調査は1961年以降，正確なデータが蓄積されている。

長期にわたるこのデータを用いて，鳥類の個体群に関してさまざまな研究が行われている。
標識調査が鳥類の個体群変動の解明に顕著な役割を果たした例として，Edenius et al. （2017）
が挙げられる。この研究は，新潟県の福島潟一級鳥類観測ステーションで継続して行われてい
る標識調査のデータをもとに，以前は普通に見られたホオジロ科の鳥類カシラダカEmberiza 
rusticaが近年急激に減少していることを明らかにした。同様の傾向はヨーロッパでも見られて
おり，カシラダカが世界的に減少していることを示す根拠となった。この成果は IUCN（国際
自然保護連合）のレッドリストで本種の絶滅危惧カテゴリーを定める際の客観的な資料として
使われている。
同様の個体数の減少は，より身近な鳥類でも確認されている。近年，スズメPasser montanus
の個体数が減少傾向にあることがいくつかの調査により示唆されていたが（たとえば藤巻・一
北 2007; 三上 2009など），三上・森本 （2011） は標識調査の結果でも同じ傾向が見られるかを，
すべての鳥類種に対するスズメの標識個体数の割合を経年的に比較することで検証した。その
結果，1987年から2008年までの20年ほどの間に，すべての鳥類種の標識個体数は減少してい
なかったが，スズメの標識個体数は半分以下に減少していることが明らかになった。標識調査
の結果でも他の調査と同様にスズメの個体数の減少傾向が見られたことは，スズメにおいて標
識個体数の経年的な変化が個体群全体の変動を反映していることを示すものであり，「標識記
録が個体数変動の把握に使えることを示唆している」と考えてよい（三上・森本 2011）。
長期データを解析することによって，個体群の変動だけでなく，環境の変化に伴う鳥類群集
の種組成や個体数の経年変化を把握することも可能になる。新潟県の海岸林において20年以
上にわたり継続されている標識調査の結果から，植生の遷移に伴って鳥類の個体数が変化した
可能性が示されている（中田ら 2011）。鳥類の個体群の経年変化は環境の健全性を知る指標と
して利用することができることから （Gregory & Strien 2010），今後は標識調査で得られる鳥類
の個体群の長期的な変動によって生息環境をモニタリングするという視点も重要になってくる
と考えられる。

3-5） 気候変動への応答の把握
近年，地球規模での気候変動が生物の活動に影響を及ぼしていることが明らかになっている

（樋口ら 2009）。鳥類でも，温暖化が渡りや繁殖開始の時期に影響していることが主に欧米の
研究により示唆されているが （Butler 2003; Julliard et al. 2004; Sokolov 2006），日本においては
鳥類の個体群動態に対する気候変動の影響を検証する研究は欧米に比べて遅れていた。しかし
最近になり，鳥類標識調査の長期データを用いて気候変動の影響を明らかにする研究が行われ
始めている。出口ら （2012） は，1960年代と2000年代のツバメの標識データを比較し，成鳥の
春の渡来時期とヒナの巣立ち時期がこの40年間で早くなっていること，しかし秋の渡去時期
には変化がないことを示した。さらに出口ら （2015） は，オオヨシキリやコムクドリAgropsar 
philippensisといった夏鳥についても標識調査の結果を解析し，同様の傾向が見られることを明
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らかにしている。興味深いことに，理由は定かではないものの，カッコウCuculus canorusでは
出現時期が遅くなっているという，他の種や地域とは異なる結果が得られており，渡りの時期
に影響を与える要因が種や地域によって異なる可能性があることが示唆されている（出口ら 
2015）。
同様の傾向は新潟県の海岸林にある調査地においても確認されている （Dorzhieva et al. 

2020）。地元の標識調査グループが長年にわたって得た結果を新潟大学とともに解析したこの
研究では，春の渡りにおいて，気温の上昇と関連していくつかの種が早く渡来してくるように
なったことが示された。一方で，秋は渡りの時期が経年的に早くなった種もいれば遅くなった
種も見られた。これは調査地の森林の遷移に伴う個体群構造や食物の資源量の変化と関連して
いると考えられ，春と秋では渡りの時期の経年変化がそれぞれ異なる理由により生じているこ
とが示唆された。この研究は，職業研究者ではない地元の標識調査員による地道な継続調査が
鳥類の個体群の長期的な変動を捉えた画期的な例であるといえる。

3-6） 日本産鳥類目録への貢献と地域の鳥類相の把握
ある地域の生物多様性を理解するためには，その地域の生物相を把握することが必須であ
る。鳥類は動物の中では目につきやすく，また繁殖期には大きな声でさえずる種も多いため確
認が比較的容易な分類群であることから，鳥類相の把握は古くから行われてきた。日本で見ら
れる鳥類については日本鳥学会が「日本鳥類目録」としてまとめており，初版は大正時代に出
版されている（日本鳥學會 1922）。以降，新たな種が確認されるとともに改訂が重ねられ，現
時点での最新版（改訂第7版，日本鳥学会 2012）には633種の鳥類が掲載されている。現在出
版準備が進められている改訂第8版では，さらに数十種の追加が検討されているところである
（日本鳥学会 2021）。
しかし，存在を確認しやすいとはいえ，鳥類の中には藪の中に潜行する種，あまり鳴かない
種など，目視や音声でその存在を知るのが難しいものも一定数いるうえ，まれに迷鳥として
やってくるような数の少ない種は，そもそも存在に気付けないことも多いと考えられる。さら
に，形態が似通っているため野外で目視するだけでは識別が困難な種・亜種もいる。このよう
な目立ちにくい種，数が少ない種，区別が難しい種の存在を認識するのに，鳥類標識調査が役
立つ場合がある。日本鳥類目録改訂第7版に掲載されている種，および第8版に掲載予定であ
る種のうち，標識調査によって日本での存在が初めて確認された鳥類は14種・2亜種にのぼる
（表2）。これらの種・亜種は，上で述べた目立ちにくい，数が少ない，区別が難しいという特
徴のいずれか，もしくは複数を有しており，標識調査が行われなければ発見が困難であった鳥
類である。なお表2の種のうち，アメリカコアジサシSternula antillarum athalassos, インドヨウ
マミジロアジサシOnychoprion anaethetus antercticus, キタヤナギムシクイPhylloscopus trochilus
は海外で標識された個体が回収されたことにより日本での存在が確認されたもので，ここでも
標識調査における国際協力の重要性がうかがえる。
標識調査を行うことで，その地域ですでに観察例がある鳥類について意外な事実に気づくこ

ともある。濱尾 （2011） や濱尾・西海 （2019） は，東京都心の緑地で標識調査（かすみ網による
捕獲調査）を行い，ラインセンサス（目視による観察）の結果と比較した。すると，ラインセ
ンサスでは記録が非常に少ないシロハラやクロジEmberiza variabilis, キビタキFicedula narcissina
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といった種が標識調査では多く確認され，これらの種の個体数がじつは目視や音声によって認
識できる以上に多いことが明らかになった。これらの研究から，地域の鳥類相を正確に調べる
には，単一の調査手法だけでなく複数の手法を組み合わせて行うことが重要であり，標識調査
はその手法の一つとして有効であることが示唆される。

表2.　鳥類標識調査による確認が根拠となり日本鳥類目録に掲載された種（亜種）．学名は日本鳥類
目録改訂第7版（日本鳥学会 2012）に従った．

Table 2. Species and subspecies included in Check-list of Japanese Birds based on records obtained by the bird-
banding research. Scientific names are based on Check-list of Japanese Birds, 7th revised edition.

和名 
Common name

学名 
Scientific name

根拠となる文献 
Source

備考 
Note

ヤンバルクイナ 
Okinawa Rail

Gallirallus okinawae Yamashina & Mano 
1981

標識個体の写真と計測値が新種記載の参
考となる．
Photos and measurement data obtained in the 
banding research were used as references for 
the species description.

コウライクイナ 
Band-bellied Crake

Porzana paykullii Sato et al. 1997 国内での記録はこの標識個体を含め2例
のみ．
Just two records in Japan, including an indi-
vidual recorded in the banding research.

キタアラスカハマシギ 
（ハマシギの亜種）* 
Subspecies of the Dunlin*

Calidris alpina arcticola 茂田 2001;  
Lagassé et al. 2020

アメリカコアジサシ 
Least Tern*

Sternula antillarum 
athalassos

山階鳥類研究所 2016 アメリカで標識された個体が茨城県で回
収される．
Individual banded in the United States was 
recovered in Ibaraki Prefecture.

インドヨウマミジロ 
アジサシ 
Bridled Tern*

Onychoprion anaethetus 
antercticus

山階鳥類研究所 2016 イランで標識された個体が沖縄で保護，
その後死亡．山階鳥類研究所標本 （YIO-
72228）．
Individual banded in Iran was recovered in 
Okinawa Prefecture, and later died. Speci-
men at the Yamashina Institute for Ornitholo-
gy （YIO-72228）.

ナンヨウショウビン 
Collared Kingfisher

Todiramphus chloris 茂田・尾崎 1999

アメリカハヤブサ 
（ハヤブサの亜種）* 

Subspecies of the Peregrine 
Falcon*

Falco peregrinus anatum 森岡ら 1995

キタヤナギムシクイ 
Willow Warbler

Phylloscopus trochilus 茂田・尾崎 1999 ロシアで標識された個体が福岡県で死
亡，回収される．
Individual banded in Russia was recovered in 
Fukuoka Prefecture as a carcass.

ムジセッカ 
Dusky Warbler

P. fuscatus 小林ら 1984

コノドジロムシクイ 
Lesser Whitethroat

Sylvia curruca 和田・佐藤 1998 捕獲時，種不明で標識せず放鳥された
が，その後色彩と形態により同定される．
Species was unidentified and released with-
out banding, but later identified based on the 
colors and morphs.
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3-7） 地域の環境保全に対する効果
鳥類標識調査で初めて存在が明らかになった種のなかでも，ヤンバルクイナの発

見 （Yamashina & Mano 1981） は，現代日本において未知の鳥類の存在が確認され新種として記
載された特筆すべき事例であるだけでなく，和名のもととなった沖縄島北部の森林「山原（や
んばる）」を全国に知らしめる礎となった画期的な出来事として位置づけられる。ヤンバルク
イナの発見以降，和名に「ヤンバル～」を冠する動植物が次々に記載されていることからも，
本種の発見と命名が，この地域の生物多様性をあらためて認識し，保全を進める大きなきっか
けとなったことがうかがえる。2021年7月，「奄美大島，徳之島，沖縄島北部及び西表島」が
日本で5番目の世界自然遺産に登録されることが決まったが，ヤンバルクイナはその評価基準
の一つである「学術上，保全上顕著で普遍的な価値を有する絶滅危惧種の生息地となってい
る，生物多様性保全の重要地域」の代表的な構成要素として位置付けられている（日本政府 
2019）。
保全上重要な種の存在が鳥類標識調査によって明らかになり，保護区の設定に寄与した例も
ある。福井県敦賀市にある中池見湿地は生物多様性保全の重要地域であることが知られていた
が（河野 1998），2000年からこの地で鳥類標識調査を開始した吉田 （2007） は，とくに10月に
数多くのノジコEmberiza sulphurataが捕獲されることを発見した。ノジコは日本の本州中部か
ら北部でのみ繁殖する夏鳥で，分布域が狭く，生息地の破壊・縮小により個体数が減少してい
ると考えられているため，環境省レッドリストでは準絶滅危惧（NT, 環境省 2020）, IUCNの
レッドリストでは危急種 （VU, BirdLife International 2016） に選定されている鳥類である。標識
調査によって10月に多くの個体が確認されたことから，中池見湿地はノジコにとって秋の渡
りの中継地として極めて重要な場所であることが明らかになった。中池見湿地は2012年にラ
ムサール条約湿地に登録されたが，ノジコの生息地としての重要性はその登録を決定する基準

表2.　つづき．
Table 2.　Continued.

和名 
Common name

学名 
Scientific name

根拠となる文献 
Source

備考 
Note

チョウセンメジロ 
Chestnut-flanked White-eye

Zosterops erythropleurus 安部ら 1976

シベリアセンニュウ 
Pallas’s Grasshopper 
Warbler

Locustella certhiola Kawaji &Abe 1988

マンシュウイナダヨシキ
リ* 
Manchurian Reed Warbler*

Acrocephalus tangorum 菊池 2018

ヤブヨシキリ 
Blyth’s Reed Warbler

A. dumetorum 小田谷ら 2014 国内での記録は4例，うち3例は標識調
査による確認．
Four records in Japan; three of which were 
recorded during the banding research.

ウタツグミ* 
Song Thrush*

Turdus philomelos 青木ら 2014

マキバタヒバリ* 
Meadow Pipit*

Anthus pratensis 森岡 1999; 岡部 1997; 
山階鳥類研究所 1998

* 日本鳥類目録改訂第8版より掲載予定（日本鳥学会2021）．
* Scheduled to be included in the Check-list of Japanese Birds, 8th revised edition.
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の一つとしてラムサール条約の情報シート （Information Sheet on Ramsar Wetlands: RIS） でも言
及されている （The Ramsar Convention Secretariat 2014）。
この中池見湿地に北陸新幹線のルートを通す計画が立てられたが，影響を懸念する環境保護
団体等からの種々の要望や，この計画が湿地に与える影響を科学的に検証する委員会の提言を
受けて，環境影響を低減するべくルート変更がなされている。現在，ルート選定に伴うトンネ
ル工事等の環境影響評価が行われているが，ノジコはその重要な調査対象となっている（独立
行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構大阪支社 2018）。中池見湿地がノジコの秋の渡りの
中継地として重要であることを明らかにし，保護区の設定のみならず，その後の開発計画の見
直しにも影響を与えたことを考えると，吉田 （2007） による地道な標識調査の取り組みは，中
池見湿地の生物多様性保全を進めるうえで非常に大きな効果があったといえる。

3-8） 外部形態に関する知見の応用
標識調査は鳥類を手に取って観察できるところが大きな利点である。野外で双眼鏡を通して
見るだけではわからないことも，手元で詳細に観察することで確認できることは多い。たとえ
ば，野外観察では性や齢を知ることが困難な種も多いが，手に取って各部位の大きさや総排泄
腔の形状を比較すれば雌雄を判別できることが多いし，換羽の状況や虹彩の色，頭骨の骨化の
程度によってある程度の年齢を判断することも可能である。このような性・齢の判定基準は，
標識調査員が長年調査を継続し知見を積み重ねた結果得られたものである（山階鳥類研究所 
2009）。

3-6項で述べたように，鳥類標識調査は区別が難しい種・亜種の同定にも有効であるが，形
態を詳細に検討することによって，これまで同じ種であると考えられていた鳥類が複数種に分
けられた，すなわち「隠蔽種」が発見され分類の再検討につながった事例もある。齋
藤 （2019） は，「メボソムシクイ」と呼ばれている種Phylloscopus borealisをアラスカ，極東ロ
シア，日本の繁殖地において捕獲し，各個体の外部形態を計測するとともに，血液を採取して
DNA配列を決定し，さらに音声も録音してその形質を比較した。その結果，これまで「メボ
ソムシクイ」と認識されていた種の中に，形態もさえずりも異なる3つの種 （P. borealis, P. 
examinandus, P. xanthodryas） が含まれていたことが明らかになった。これらはそれぞれコムシ
クイ，オオムシクイ，メボソムシクイという和名が与えられ，日本鳥類目録改訂第7版にも採
用されている（詳細はSaitoh et al. 2008, 2010; Alström et al. 2011も参照）。
鳥類標識調査が隠蔽種の発見に貢献し，保全策の立案につながった例もある。小笠原諸島に
生息するカワラヒワChloris sinicaはこれまで亜種C. s. kittlitziと考えられていたが，形態を比較
すると，他の亜種よりも翼が短く嘴が長いという明瞭な特徴があり，またDNAを用いた系統
解析からも古い時代に他の亜種と分岐したことが明らかとなった。このことから，小笠原諸島
のカワラヒワは新たな独立種オガサワラカワラヒワC. kittlitziとして記載されることとなっ
た （Saitoh et al. 2020）。この記載により日本の固有種は1種増えて11種となったが，喜ばしい
ことばかりではない。狭い島嶼に生息する本種はネズミ類やノネコFelis silvestris catusなど外
来哺乳類の捕食を受けて絶滅の危機に瀕している。この状況を鑑み，2021年4月に農林水産
省・国土交通省・環境省により本種の保護増殖事業計画が策定された（農林水産省・国土交通
省・環境省 2021）。亜種よりも種のほうが保全の優先順位が高いというわけではないものの，
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独立種としての記載はこのような保護の機運の高まりを後押しするものであったと考えられ
る。
アホウドリもまた，国内希少野生動植物種や国の特別天然記念物に指定されている絶滅危惧
種（環境省レッドリスト絶滅危惧 II類）の一つである。本種の繁殖地は主に伊豆諸島の鳥島と
尖閣諸島であるが，近年，この2つの繁殖地由来の個体に形態的な違いがあることが標識調査
に伴う計測により明らかになった。DNAを用いた系統解析からも，2つの個体群の遺伝的な距
離はアホウドリの他の姉妹種間と同程度かそれ以上に離れていることが判明しており，これら
は別種とみなすのが適当であると結論付けられた（江田・樋口 2012; 江田 2018; Eda et al. 
2020）。保全の対象となっている種に隠蔽種が見つかった例は，これまで昆虫や両生類，爬虫
類，哺乳類ではあるものの，鳥類では初めてのことである （Eda et al. 2020）。この隠蔽種の発
見により，単一の保全単位として扱われていた「アホウドリ」を今後どのように保全・管理し
ていくか，その方向性が問われることになった。なお，鳥島のアホウドリでは，足環装着によ
り年齢がわかっている個体を経年的に観察することで，加齢に伴う羽衣の変化が詳細に記録さ
れている（今野ら 2018）。アホウドリのように長命で羽衣の成熟に年数がかかる種においては，
羽衣の経年変化を記録することは個体群の齢構成を把握するうえでたいへん参考になる情報で
ある。

3-9） 個体識別に基づく生態の解明
20世紀後半，社会生物学の興隆により生物学は大きなパラダイムシフトの時代を迎えた。
日本では1980年代に社会生物学・行動生態学が導入され大きな発展を遂げたが，鳥学の世界
においてもこの時期に若い研究者が台頭し，多くの優れた行動生態学的研究が行われた（たと
えば山岸 1986を参照）。個体の行動を進化の枠組みで解釈するこの学問分野では，対象となる
鳥類の捕獲と個体識別は欠くことのできない重要な技術だが，決定的に重要なこれらの技術を
提供したのが標識調査である。行動生態学への貢献は鳥類標識調査の主要な目的から少し外れ
ているためか言及されることが少ないが，現在に続く日本の鳥類生態学の隆盛を標識調査が技
術面から下支えしていることについては，もっと評価されてよいだろう。
行動生態学的研究とは別に，鳥類標識調査の目的によく合致した生態学的研究として，

MAPS （Monitoring Avian Productivity and Survivorship）が挙げられる。MAPSは北米で始められ
た調査手法で，鳥類の繁殖期に，かすみ網を同じ場所で，繰り返し同じ時間に，同じ枚数だけ
設置することで調査努力量を標準化し，個体群の動態を調べるものである。捕獲される成鳥と
幼鳥の数やその比率から年ごとの成鳥の個体群サイズや生産性などの指標が得られ，また標識
－再捕獲のデータから，年ごとの成鳥の生存率，個体群の中の定着個体の割合，個体群への新
規移入率，個体群自体の増加率などを推定することが可能である （DeSante et al. 2018）。山階
鳥類研究所では，東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故発生後，2012年から，福
島県においてMAPS調査を継続している（たとえば仲村ら 2021）。これは原発事故による空間
線量率の経年変化が鳥類の個体群動態に何らかの影響を及ぼしているのではないかという予想
のもとに開始された調査であるが，空間線量率の高い福島県飯舘村の調査地で経年的な線量率
の減少は見られるものの，個体群動態との間に明確な相関は今のところ見られていない（仲村
ら 2021）。
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MAPS調査は北海道の札幌市郊外でも実施されており，24年間の調査に基づくヤブサメ
Urosphena squameicepsの帰還率の把握（上沖ら 2014）や，それまで確認されていなかったク
ロジの繁殖可能性の確認などの成果を上げている（川路・中田 2015）。MAPS調査は鳥類標識
調査の技術が必要であることに加え，繁殖期間中にかなりの労力をかける必要があるなど制約
も多いことから，日本国内ではまだまだ実施例は少ないが，対象種の個体群動態の解明や鳥類
の繁殖分布の把握など，得られる成果は多いので，今後の広がりが期待される調査手法であ
る。

3-10） 鳥インフルエンザ対策への貢献
鳥類標識調査が応用面で活用される例としては，近年日本各地で頻繁に発生し問題になって
いる鳥インフルエンザの対策への情報提供が挙げられる。2020年から2021年にかけての冬に
日本各地で鳥インフルエンザが広く発生し，ニワトリをはじめとする家禽1,000万羽近くが処
分された（大槻 2021）。鳥インフルエンザウイルスはもともと野生の水鳥が保有しているもの
であり，その水鳥が移動することにより伝播される。日本では鳥インフルエンザの発生が冬期
に多いことから，秋に北方から渡ってきて日本各地で越冬するカモ類などの渡り鳥がウイルス
を運んでいるものと考えられる（伊藤 2009; 金井 2012など）。こうして運ばれたウイルスが何
らかの経路で家禽に伝播し，高病原性に変異することで，ニワトリの大量死などの問題が発生
することになる。変異し強毒化したウイルスが再び野外に出て，水鳥の移動を介して運搬され
ることが，高病原性鳥インフルエンザウイルスが急速に拡散する要因の一つであると考えられ
ている（森口ら 2020）。
しかしこのような背景は，2004年に日本国内で79年ぶりに高病原性鳥インフルエンザが確
認されたときには明確にはわかっておらず，ウイルスの運搬に野生の鳥類が関わっていること
は容易に想像できるものの，その証拠は得られていなかった（久保田ら 2004）。実際，ウイル
スがある場所から別の場所まで野鳥によって運搬されたというようなことを証明するのは非常
に困難である。標識調査により蓄積されている鳥類の移動経路や移動時期のデータは，状況証
拠ではあるが，渡り鳥によるウイルスの長距離運搬や，渡り鳥と接触した留鳥による中・短距
離の運搬の可能性を強く示唆するものである（久保田ら 2004）。標識調査のデータも活用しな
がらこれら鳥類の移動を詳細に分析することは，鳥インフルエンザ対策において有効な手段で
あると考えられる（齊藤 2011; 大沼 2017も参照）。

4） 鳥類標識調査の問題点
これまで示してきたように，日本の鳥類標識調査は長い歴史の中で数多くの成果を上げてき
た。鳥類の基礎的な生態の解明から保全に関わる重要な情報の提供まで，その成果は多岐にわ
たる。しかし，標識調査に問題点がまったくないというわけではない。ここでは，標識調査に
つきまとう問題点や改善すべき課題に言及したい。

4-1） 調査目的の不明確さ
鳥類標識調査についてよくある批判として，「調査の目的が明確ではない」という点が挙げ
られる。鳥類を捕獲し足環をつけて放すこと自体が半ば自己目的化し，何を解明するために
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行っている調査なのかという説明が十分ではないという指摘である。2-1項で，1960年に東京
で開催された ICBPの決議を受けて始まった鳥類標識調査が「いろいろな問題や障害があった」
ためわずか3年で休止されたことを書いたが，これについて吉井 （1986） は，「当初標識調査の
重要性が一般に理解されず，予算担当の農林省の課長が『鳥学者の自己満足のような標識調査
になぜこんな苦労しなければならないのか』と嘆くような状況であった」と述べている。鳥類
標識調査は半世紀以上前から現在と同じような指摘を受けていたことがうかがえる。
この批判に対する回答としては，やや逆説的ではあるが，「標識調査は特定の目的の『ため
に』実施しているわけではない」ということがいえるだろう。1960年の ICBPの決議では「渡
り鳥の調査と保護」が目的として謳われていたが，鳥類標識調査から得られる成果は単に「渡
り鳥の調査と保護」に止まらず，基礎から応用まで広い範囲にわたっている。調査の目的を明
らかにすることはもちろん重要であるが，目的を狭く設定し過ぎると調査が矮小化してしまう
懸念がある。標識調査の目的が明確ではないのは，それだけ幅広い成果が得られる間口の広い
調査であることの裏返しであるともいえる。
ただし，このような説明は一昔前の博物学の時代においては有効であったかもしれないが，
研究資金獲得のための競争が激しく，明確な目的のもと成果をきっちりと示すことが求められ
る現代科学においてはもはや通用しないという側面もある。半世紀以上前ですら予算担当者が
嘆いていたのだから（吉井 1986），予算を獲得するということを考えたときはとくに，調査の
矮小化を招くことなく目的を明確に説明することも考慮しなければならないだろう。そのため
にも，これまでにどのような成果が得られているかをきちんと整理して発信していくことが重
要であると考えられる。

4-2） 定量的ではないデータ収集
目的が明確ではないことと関連して，鳥類標識調査ではデータの取り方が必ずしも標準化さ
れていないという問題も挙げられる。ある目的をもってデータを取る際には，比較を可能にす
るために調査努力量を一定にし，定量的なデータを取るよう心掛けなくてはならない。しか
し，鳥類標識調査は長期間にわたって行われているため，年を経るごとに実施する調査員は変
わっていくし，調査地の環境も変化する。定量的であることよりも捕獲数を増やすことのほう
が無意識のうちに優先され，調査の手法自体が変化しているかもしれない。そもそも，調査員
の多くは有志のボランティアで活動しているので，調査にかけられる労力が日ごと，年ごとに
一定しないという面もある。そういった諸事情の結果，調査手法や調査対象地，調査努力量等
が不均一になるという問題が生じ，個体群の長期的変動を調べる際など，データの比較や解釈
に苦労することになる。工夫次第で標準化して比較できるとはいえ（たとえば三上・森本 
2011; 出口ら 2012, 2015などを参照），データ収集の際には「定量的である」ことはつねに気を
つけておく必要があるだろう。標識調査では，調査した時間や使用したかすみ網の種類，枚数
などを記録するよう調査員に周知しており（山階鳥類研究所 2009），データの比較の際にはこ
のような記録も活用すべきであろう。

4-3） 標識調査員の減少
日本の標識調査員は現在400名ほどいるが（図3c），これはイギリスやドイツ，アメリカに
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比べると一桁少ない数で，人口の比率から考えると決して多いとは言えない。かつ，近年調査
員の減少が問題点として顕在化しつつある。これは，調査員の数が右肩上がりに増えていた
1990年代以前に調査員になった人が高齢のため徐々に引退し始めており，それを補うだけの
新規加入者がいないことが原因である。調査員の減少は放鳥数の減少にもつながるため，新た
な担い手の確保は調査の継続や発展のためには不可欠であるが，日本の人口自体が減少する中
で，かつてのようには調査員数が増えない状況となっている。これは標識調査だけでなく国内
の野生生物の研究や自然保護活動の現場でも生じている問題であり，一朝一夕に解消できるも
のではないが，次項で述べる成果の発信などを通して，地道に標識調査というものをアピール
していく必要がある。
ただ明るい兆しがないわけではない。最近は標識調査に関心を持ち，将来は標識調査員にな
ろうと現場で勉強している若い人たちが徐々にではあるが出始めている。このような人たち
に，自分たちに続く新たな候補者を勧誘してもらうことも，調査員の増加と若返りには重要な
ことであると考えられる。

4-4） 成果の発信不足
鳥類標識調査のもっとも大きな問題点は成果の発信不足であろう。上述のとおり，標識調査
からはさまざまな成果が得られているが，その成果を体系的に紹介する努力はこれまであまり
なされてこなかった。また，調査報告書も毎年作成され，貴重な観察例や解析例が含まれてい
るにもかかわらず，そのすべてが必ずしも論文等で公表されているわけではない。このような
状況は，毎年400名を超す標識調査員によって10万羽以上が放鳥されるほど労力をかけている
わりには，十分な成果につながっていないのではないかと指摘されても仕方がないことなのか
もしれない。
この状況には大きく二つの要因が関わっていると考えられる。一つは，標識調査の従事者の
大多数が職業研究者ではないため，論文執筆をはじめとする結果の公表に積極的ではないとい
う点である（もちろん職業研究者でなくても結果の公表を積極的に実践している調査員は存在
するし，本稿の引用文献にもそのような研究が数多く含まれていることは付け加えておく）。
もう一つは，4-1項で述べた調査目的の不明確さと関連する。明確な目的を掲げていない調査
では，解析はデータを探索的に眺めることから始まるため，目的のある調査に比べて成果を得
るのに時間がかかり，ともすれば解析よりもデータを収集することを優先しがちになる。いず
れの要因も標識調査の宿命的な性質ではあるが，成果を公表し社会に還元することこそが，標
識調査を今後も継続するための原動力となることは十分に意識しておく必要があるだろう。逆
に言えば，外部から予算を得て行っている調査である限り，成果の発信が十分でなければ継続
は保障されないことは，つねに念頭に置いておかなければならない。

5） 今後に向けて
では，前節で示した問題点に対処するためにはどうすればよいだろうか。
まずは，これまで鳥類標識調査で得られている成果を体系的にまとめて，この調査がどのよ
うな役に立つのかをきちんと示すことが重要であろう。本稿は標識調査の概要の説明が主題で
あり，成果の網羅的な紹介はしなかったが，標識調査の成果を示す文献は国内外に多数存在す
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る。それらを成果の種類ごとに分けて体系的に紹介することは，不明確だと批判されがちな本
調査の目的とその有用性を明確化することにつながると考えられる。
これまでに得られているデータを活用し，新たな成果として公表することも重要である。

2-2項で述べたとおり，この調査により，1961年から2019年までの59年間に6,108,529羽，499
種の放鳥記録と，同期間に40,607羽，262種の回収記録が得られている。この膨大なデータ
を，各方面の専門家，とりわけ数理生物学者と協力して解析することで，たとえば標識－回収
のデータから移動軌跡を調べて東アジアにおける鳥類の移動（渡り）の傾向を把握したり，経
過時間を調べ種ごとのより正確な生存期間を推測したりすることが可能になると考えられる。
標識調査のデータの応用面での活用も期待される。とりわけ，3-5項で述べた気候変動や

3-10項で述べた鳥インフルエンザなど，現代社会が直面している地球規模での課題に対して，
鳥類標識調査が提供できるデータはまだまだあると思われる。気候変動への応答はもっと多く
の鳥種で解析することが重要だし，鳥インフルエンザウイルスを運搬する可能性のある鳥種に
ついて，GPSロガーやジオロケーターによる追跡，安定同位体比の分析も併用して，長距離，
中・短距離の移動をより詳細に把握することも求められる。
さらに，3-6項で示した地域の鳥類相の把握も，応用面での活用の一例になると考えられる。

2021年5月に開催されたG7気候・環境大臣会合において，「2030年までに世界の陸地と海洋の
30％を保全・保護するという目標 （30 by 30） を支持」するという方針が出された。この30％
の中には，国や地方自治体が設定した保護区以外に，「その他の効果的な地域をベースとする
保全手段 （Other effective area-based conservation measures: OECMs） 」により生物多様性保全に
貢献している区域も含まれる。OECMsによる区域は，言い換えれば，生物多様性保全を目的
とした区域（保護区）ではなく，別の目的で管理された結果として生物多様性保全に寄与して
いる区域ということになる（角谷 2020）。ある地域をOECMsとして保全の対象に組み入れる
のであれば，その地域はできる限り生物多様性が豊かな場所であることが望ましい。鳥類標識
調査による鳥類相の把握は，その地域のOECMsとしての価値を，簡便かつ効果的に評価する
手段の一つとして活用できる可能性がある。3-7項で説明した中池見湿地におけるノジコの調
査がラムサール条約湿地の登録に貢献した例のように，鳥類標識調査が地域の生物多様性の価
値を測る際の指針になることは今後も十分にあることだろう。
鳥類標識調査のデータをこのような応用面でも活用することは，長期間にわたって実施して
きたこの調査の意義を示すという意味で重要であり，また今後も調査を継続していくためには
不可欠な試みであるといえる。

2015年国連サミットにおいて，人類が地球上で安定して生活していけるための世界的な目
標，「持続可能な開発目標 （Sustainable Development Goals: SDGs） 」が定められた。そこでは17
の目標が掲げられているが，その中の2つである「海の豊かさ」と「陸の豊かさ」を守ること
（すなわち生物多様性の保全）は，他のすべての目標を達成するための基盤であり，持続可能
な世界を構築するためのもっとも効果的な手段であると認識されている （Obrecht et al. 2021）。
また，2022年に開催される生物多様性条約第15回締約国会議 （COP15） の第二部においても，
生物多様性に関する新たな世界目標「ポスト2020生物多様性枠組」が採択される予定になっ
ている。SDGsを意識した取り組みが行政だけでなく民間企業や個人の活動にも求められ，生
物多様性の主流化が叫ばれる現在，「生物多様性保全」は人類の大きな目標の一つであるとい
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えるだろう。鳥類を含む多くの生物が人間活動の影響により今も絶滅の危機に瀕していること
を考えると，それらの生物の絶滅を回避し生物多様性を保つことは，私たちが取り組むべき喫
緊の課題の一つであるといえる。
生物多様性保全は非常に大きな世界的目標であり，本稿で概説した鳥類標識調査の実施それ
自体は，この目標達成に対して必ずしも直接的に寄与するものではない。生物多様性保全とい
う大きな目標の前では，鳥類標識調査はごく小さな試みでしかないが，しかしその試みは決し
て無力というわけではない。過去60年にわたるデータの蓄積を持つ日本の標識調査は，過去
から現在にかけての環境の変化に対して，鳥類がどのように反応してきたかを把握する有効な
モニタリング手法である。鳥類は生態系の上位に位置しており，環境の変化に敏感に反応する
ため，モニタリング対象としてはたいへん優れている。標識調査を今後も継続していくこと
は，この先に起こり得る環境の変化を把握し，生物多様性に迫る脅威を未然に察知することに
つながると考えられる。逆に，これまで継続してきた標識調査をここで放擲してしまえば，将
来得られるであろう成果の多くも手放してしまうことになるという点は留意しておかなければ
ならない。
世界の国々がそれぞれ限られた予算の中で鳥類標識調査を行い環境のモニタリングを実施し
ている中，世界で36か所ある生物多様性ホットスポットの一つである日本列島（コンサベー
ション・インターナショナル 2021）において鳥類標識調査を継続することはきわめて重要で
あり，これを万が一にでも中断してしまうようなことがあっては，生物多様性保全に対する責
任の放棄であると言わざるを得ない。国境を軽々と超えて移動する鳥類を対象に標識調査を行
うことは，世界の生物多様性保全を進めるうえで日本に課せられた使命であるといえる。調査
員一人一人がそのような目的意識と使命感をもって調査を実施していくことが，これからの鳥
類標識調査には求められている。

謝 辞

鳥類標識調査が滞りなく遂行されるために多大な労力を払われている環境省自然環境局生物
多様性センターの職員の方々に感謝申し上げる。鳥類標識調査を日々ボランタリーに実施し
データを収集している全国の鳥類標識調査員に深甚なる敬意を表すとともに，調査員とともに
60年にわたり創意工夫を重ねて調査を継続してきた山階鳥類研究所の諸先輩には心より恭敬
の意を表す。

摘 要

鳥類標識調査とは，鳥類に足環をつけて個体識別したうえで放し，回収された際のデータか
ら，対象個体の移動や生存期間などを把握する調査のことである。1899年にデンマークで始
まり，現在では世界中の多くの実施主体により調査が行われている。日本では1924年に当時
の農商務省（現在の農林水産省と経済産業省）により開始され，戦中戦後の中断期間を経て，
1961年以降は一貫してデータが蓄積されている。1961年から2019年までの59年間に，
6,108,529羽（499種）が標識，放鳥され，同期間の累計回収数は40,607羽（262種）に上る。
このうち最新の1年間（2019年）の放鳥数は126,907羽（282種），回収数は1,254羽（88種）
である。このデータから，鳥類の移動経路や年齢だけでなく，絶滅危惧種の個体群動態や地域
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の鳥類相の把握，気候変動への鳥類の応答，鳥インフルエンザ対策への貢献など，数多くの成
果が得られている。鳥類標識調査の実施は，もっとも重大な世界的課題の一つである生物多様
性保全に貢献してきた。今後もそのような社会的な目的意識と使命感を持って，調査を実施・
継続することが重要であると考えられる。
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